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新のぼり旗を作成しました！　不審なメールに注意してください！

県内住宅着工戸数は 21,271 戸、前年比 4.28％の増加

［売買］地中埋設物の存在については売主が物件状況報告書で説明しているが･･･
［賃貸］賃貸借契約の自動更新と特例に基づく更新料支払い義務について

耐用年数超え水道管が全国に 13 万キロ 進まぬ対策　他

静岡県労働金庫

宅建ローン特別キャンペーン 2021 抽選結果発表！

土地も検査が必要な時代です！

廃業･放置されたホテルなど跡地活用に向けた動き　他

住宅瑕疵担保履行法 届出手続きのお知らせ
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「スマイミー静岡」情報

令和3年：新設住宅着工統計
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取引（売買）紛争の事例と解決

地中埋設物の存在について、売主は物件状況報告書で説明をしている
として、買主の瑕疵担保責任請求を棄却した事例　（東京地判：Ｒ02.05.27）

　平成 27 年 11 月、買主Ｘ（原告、不動産業者）と、売
主Ｙ（被告、不動産業者）は、本件土地及び建物（本件不
動産）について、代金 4億 5千万円、特約として、本件
不動産に隠れた瑕疵がある場合の売主の担保責任の上
限金額を 100 万円とする売買契約を締結し、本件不動
産の引渡しを行った。
　本件売買に際し、ＹはＸに対して交付した物件状況
等報告書において、敷地内残置物等について、「旧建
物基礎を発見している旨、過去に地下室のある建物が
存在していて、当該建物解体の際、その後駐車場にす
る目的であったことから、その解体ガラを地下室に入
れて埋めた旨」の告知を行った。このとき、ＸからＹ
に、どの程度のガラを埋めたかの質問は無かった。
　平成 28 年 8 月 30 日、Ｘは本件不動産を、Ａに対し
て、代金 5億 7千万円、特約として瑕疵担保責任はＡ
の責任と負担において処理するとする売買契約を締結
した。しかし、同年 9月 1日、ＸはＡより、本件土地
の埋設物の撤去に 1000 万円かかるとして売買代金の
減額請求を受け、Ａとの売買価格を1000万円減額する
合意を行った。
　同年 11 月、ＸはＹに対し、本件土地の地中から埋設
物が確認されたとして、損害賠償を請求する旨の通知
を行った。
　令和元年 6月、ＸはＹに対し、
　①本件土地にはガラだけでなく、建物の地下部分、
梁及び基礎が埋設されていた。また、アスベストを含
有するガラが含まれていたとの報告もある。
　②建物の地下部分の基礎がどうなっているのか、梁
が残っているのか、建物を解体した際にどの程度のガ
ラをいれたのかについて、Ｙから説明は無く、本件報
告書にも記載はない。
　③Ｘは、Ｙの説明から埋設物について建物解体時に
出たコンクリート片が若干埋まっている程度の認識だ
った。
　④従って、本件土地中に埋設されていた建物の梁及
び基礎並びにガラは隠れた瑕疵に当たる。
　と主張し、Ａとの売買における減額合意金額 1000
万円を損害として、その賠償請求を求める本件訴訟を
提起した。
　これに対してＹは、

　本件売買の際に作成された本件報告書には、敷地内
残存物等について、旧建物基礎を発見している旨、土
地上には、過去には地下室のある建物が存在しており、
解体後、駐車場にする目的であったことから、建物解
体時に、これらのガラを入れて埋めた旨、記録してお
り、また、建物の閉鎖登記簿謄本も添付していたから、
Ｘが本件土地に埋められたものを知らなかったはずは
なく、隠れた瑕疵はない。と主張した。

　裁判所は、買主Ｘの請求を棄却した。
（1）隠れた瑕疵について
　地中埋設物の撤去作業時写真からは、Ｙが、地中埋
設物があると説明した部分以外の土地にコンクリート
破片等が埋設されていたと認める事まではできない。
また、Ｘは、本件土地上に、建物基礎及び建物解体時
に生じたガラが埋められていることを認識していたこ
とが認められ、基本的には、建物の梁及び基礎並びに、
コンクリート破片等は隠れた瑕疵とはいえない。
　Ｘは、コンクリート片が若干埋まっている程度の認
識であったと主張するが、ＸはＹに対し、どの程度の
ガラを埋めたか質問しなかったし、Ｙが埋設物を過少
に説明した事実もうかがわれない。また、Ｘは、ガラ
について、鉄のガラとは思わなかったと主張するが、
ＸがＹに対し、その旨確認したとか、Ｙが鉄のガラが
含まれていない旨説明したといった事情もうかがわれ
ない。さらに、Ｘは、アスベストを含むガラも埋設さ
れていたかのような証言もするが、これをうかがわせ
る客観的証拠はなく、Ｘの瑕疵担保責任に基づく請求
には理由がない。

（2）説明義務違反について
　ＸとＹは、本件売買の際、協議の上、物件状況報告
書等を作成したこと、Ｙが本件土地に、建物基礎及び
建物解体時に生じたガラが埋められていることを認識
していたことからすれば、ＹはＸに対し、建物の梁及
び基礎並びにコクリート破片等が埋められていること
について説明していると評価でき、他方で、ＹがＸに
対しガラの量や種類について事実と異なる説明をした
事情はうかがわれないため、説明義務違反に基づく請
求にも理由がない。

（3）結輪
　以上より、Ｘの請求は、理由がないから棄却する。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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賃貸借契約が有効に自動更新されており、特約に基づく更新料
支払い義務があるとされた事例　（東京地判：Ｒ02.10.21）

　平成 22 年 10 月、借主Ｙ（被告）と貸主の訴外Ａは、分
譲マンションの 1 室につき、賃貸借期間を平成 22 年 10
月 8 日〜平成 24 年 10 月 9 日の 2年間とする賃貸借契約�

（本件契約）を締結した。また、本件契約に基づくＹの債
務を保証会社Ｘ（原告）が連帯保証した。
　本件契約には以下の更新料特約があった。
　①賃貸期間満了 2か月前までに書面による更新拒絶の
意思表示をしない場合、本件賃貸借契約は同一の条件で
2年間自動的に更新され、以後も同様とする。
　②本件賃貸借契約が更新される場合、賃借人は、賃料
の 1.5 か月分の更新料を支払わなければならない。
　③本件賃貸借契約が法定更新された場合においても、
賃借人は、賃料の 1.5 か月分の更新料を支払わなければ
ならない。
　Ｙは、当初は更新時の更新料を支払っていたが、その
後、設備の不具合について、Ａが委託した管理会社の対
応に対する不満から、更新料支払いに応じなくなった。
　保証会社Ｘは、Ａから更新料についての保証債務履行
請求を受け、平成 28 年 10 月と平成 30 年 10 月の 2回の
更新における更新料計 40 万 5000 円を代位弁済し、事後
求償権に基づき借主Ｙに支払いを求めたが拒否されたた
め、訴訟提起した。
　原審（簡裁）は、Ｘが代位弁済したと主張する更新料支
払債務は、当該建物賃貸借契約が平成 26 年 10 月の時点
で既に法定更新されており、Ｙに支払義務はないとして、
Ｘの請求を棄却したため、Ｘが控訴した。

　裁判所は、原判決を取消し、Ｘの請求を認容した。
【（1）平成 28 年 10 月の更新料の支払義務】

　本件自動更新条項及び本件更新料条項によれば、本件
賃貸借契約は、契約当事者の一方から相手方に対して賃
貸期間が満了する 2か月前までに書面による更新拒絶の
意思表示がない場合、同一の条件で 2年間自動的に更新
され、その結果、更新後の契約に基づき、次回の更新時
に、賃借人に更新料の支払義務が発生することになるも
のと解されるところ、Ｙが、平成 24 年契約の賃貸期間が
満了する 2か月前までに書面による更新拒絶の意思表示
をしたとは認められないから、平成 26年 10 月 10 日に自

動更新されたものと認められる。
　そして、Ｙが平成 26 年契約の賃貸期間が満了する 2
か月前までに書面による更新拒絶の意思表示をしたと認
めるに足りる証拠もないから、平成 26 年契約は、本件自
動更新条項に基づき、平成 28年 10 月 10 日に自動更新さ
れたものと認められる。
　したがって、Ｙは、平成 26 年契約における本件更新料
条項に基づき、平成 28 年 10 月の更新料の支払義務を負
うことになる。

【（2）平成 30 年 10 月の更新料の支払義務】

　証拠によれば、Ｙが、①平成 28 年 10 月 31 日付けで、
賃貸建物の管理会社に対し、更新料の支払を拒絶する旨
の文書を送付したこと、②同年 12 月 22 日、管理会社か
ら送付を受けた平成 28 年契約に係る賃貸借契約書中の
「更新料」欄及び「更新事務手数料」欄に取消線を引き、�
「借主」欄に署名押印して返送したこと、③平成 30 年�
10 月頃、管理会社から送付を受けた平成 30 年契約に係
る賃貸借契約書中の「更新料」欄に取消線を引き、「借
主」欄に署名押印して返送したことが認められる。
　しかし、このような借主Ｙの行為は、賃貸借契約の継
続を前提としている以上、本件賃貸借契約の更新拒絶の
意思表示に当たるものではなく、単に更新料の支払を拒
否するとの意思を一方的に表明したものにすぎない。
　そして、他に、Ｙが平成 28 年契約の賃貸期間が満了す
る 2か月前までに書面による更新拒絶の意思表示をした
と認めるに足りる証拠はないから、平成 30 年 10 月 10
日に平成 30 年契約として自動更新されたものと認めら
れる。（※法定更新ではないと判断しており、法定更新
の場合に更新料支払い義務があるかを判断した事例で 
はない）。
　したがって、Ｙは、平成 28 年契約における本件更新料
条項に基づき、平成 30 年更新料の支払義務を負う。
　これに対し、Ｙは、本件賃貸借契約は、平成 26 年 10
月 10 日以降は法定更新された状態が継続しているから、
平成 30 年更新料の支払義務は発生していない旨主張す
るが、前記に判示した理由から、採用することができな
い。また、Ｙは、ＹとＡとの間では、Ｙは更新料の支払
義務を負わないとする合意が成立した旨も主張するが、
そのような合意が成立したとは認められない。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

取引（賃貸）紛争の事例と解決
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伊香保温泉の石段街にあった「ホテル

紅葉」（昨年 4月撮影）＝渋川市提供
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2022年₁月　宅建ローン等の実績　（1/1〜1/31）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 14 20 16 ― 50件
金額 14億3,594万円（新築戸建34、中古戸建14、中古マンション₂）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 3 0 ― 3件

金額 5,000万円（土地₂、中古マンション₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 1 0 0 1件
金額 5,440万円（新築戸建₁）

2022年₂月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
２月１日 本部･支部 第３回 理事会（Web）

　①次年度事業計画の承認
　②仮決算に基づく公益比率・遊休財産保有上限額
　③電子帳簿保存法の一部改正に伴う事務処理規程の制定
　④保証協会静岡本部 事業計画・収支予算の承認
　⑤発翰文書への押印の原則廃止　他

２日 本　部 全国事務局長・情報提供事業 担当者会議（Web）
３日 静　岡 取引士法定講習（自宅学習） （証交付56名）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 企画事業委員会（Web）
４日 名古屋 中部圏流通機構 法務指導委員会（Web）
〃　 本　部 静岡不動産流通活性化協議会 正副会長会
〃　 〃 会計帳票検査（人材・情報、保証・政連）
７日 石川 他 中部地区・近畿地区 合同連絡会（Web）
８日 本　部 月例法律相談 （来館相談６件）
〃　 〃 会計帳票検査（地域・共益 他）
10日 名古屋 中部圏流通機構 総務財政委員会（Web）
15日 本　部 中間監査、正副会長会
17日 名古屋 中部圏流通機構 正副会長・委員長 合同会議（Web）
21日 島　田 島田商業高校 訪問 （次年度 取引士試験会場）
24日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 静　岡 県居住支援協議会（Web）
25日 本　部 不動産コンサルティング 自主研修会 （受講者21名）

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談４件、電話相談213件）
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